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0. はじめに

この度は小委員会での説明機会を頂きありがとうございます。

本資料に、以下について纏めましたので、活動法改正に関して前向きな意見交換を継続させ
て頂ければと考えています。

＜資料次第＞

1．今後の宇宙活動に関する事業構想・事業計画

2．宇宙活動法の見直しに向けた要望

2.1 損害賠償制度(政府補償)範囲の検討

2.2 打上げ頻度向上に向けた法整備および効率化

2.3 その他
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1. 今後の宇宙活動に関する事業構想・事業計画

H3標準型

次世代宇宙輸送システム

2024～

・H3からの連続性

・発射場（地上・洋上）

・着地点（地上・洋上）

・多様な衛星搭載

・2段能力向上

（多数の国内外商業ミッション打上げ）

・自律飛行安全適用

国内から年数十機の打上げの実現へ

H3高度化 ： Upgrade1～3

・更なる打上能力UP

・価格競争力向上

【多様なペイロードへの対応】 【高頻度化への対応、賠償措置】 【再使用型への対応】

2032～

H3/次世代宇宙輸送システムの構想

【許可手続きの短縮・柔軟化】 H3/次世代宇宙輸送システム構想の課題

upgrade1

upgrade2

upgrade3

多様な衛星打上

打上頻度向上

打上能力向上

JFY ～2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2034～

打上数
（目標）
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1. 今後の宇宙活動に関する事業構想・事業計画

低軌道

月

月面社会

ISS

Gateway（月周回有人拠点）

低軌道 ニーズ

月・月近傍 ニーズ

2010 2030 20402020

地球

ISS～ポストISS～Gatewayへと持続的なアクセス手段(補給)を提供

商用低軌道ステーション関連

【物資輸送】
☑ 月および低軌道双方の需要に対応
月・月近傍と低軌道(ISS・ポストISS)の輸送を提供。

☑ “官需/民需の両輪”で持続可能な事業へ
1機/年以上の頻度で輸送を提供。
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2.1 損害賠償制度(政府補償)範囲の検討

No. 項目 現状・課題 ご検討頂きたいこと 備考

1 損害賠償制度の対
象範囲の見直し
(衛星を搭載しない
ロケット)

・現行の宇宙活動法では、衛星を搭載しない打
上げへの補償は適用対象となっていない。

※H3試験機２号機では小型衛星を搭載する調整
を実施。

・衛星を搭載しない打上げ(一方で損害賠償事
故が起きる可能性を否定できない場合)につい
ても、政府補償の範囲内とさせていただきたい。

2 損害賠償制度の対
象範囲の拡大
(次世代輸送システ
ム)

・現行の宇宙活動法では、再使用型ロケットの
着陸(地上/洋上施設)は対象となっていない。

・国際競争力の強化の観点から、再使用型ロ
ケットの着陸(地上/洋上施設)に対しても、政
府補償の範囲拡大を検討いただきたい。

将来的には、低軌道間
輸送・着陸への範囲拡大
も検討する必要があると
考えている。

3 損害賠償制度の対
象範囲の拡大
(物資輸送機)

・ロケットの落下等に係る政府補償制度は整備
されているが、物資補給機の地表への落下に
対する政府補償制度は整備されていない。

- ポストISS物資補給機(HTV-XC(仮))の軌道上
から地表への落下時の万一の第三者への損害
額も、物的/人身損害共に高額になるものと推
定(※)。

- 万一、最大数千億規模の損害額が発生した場
合に、民間保険だけでの引き受けは困難。持続
的な事業運営のためには、最大損失発生額へ
の備えは必要。なお、発生確率自体は高くない。

・国際競争力の強化の観点から、地表等におけ
るロケット落下時等損害賠償に対する政府補
償にHTV-XCも含める、または政府補償の範
囲拡大を検討をいただきたい。

※試算規模:物的/人身
損害 数千億

ロケットや物資輸送機等の地上への落下損害に対する政府補償について、国際競争力強化および民間
企業における事業推進(高頻度化、打上げの多様化)に対し、法整備の観点でご検討頂きたい。
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No. 項目 現状・課題 ご検討頂きたいこと 備考

1 新たな法制度の
導入

・現行の宇宙活動法では、ロケットの打上げ毎に
打上げ許可申請を行い、許認可を頂いている
が、打上げ頻度が高くなると審査や各種手続き
が制約となり、民間企業は打上げの機会を失
い、国際競争力を失いかねない。

・新たな法制度の導入でロケットの高頻度打
上げを実現できる法整備で検討頂きたい。

例）包括許可制度
‐ 号機毎の申請は変更となる部分のみ。

飛行解析結果は届け出とする。
‐ 投入軌道や飛行経路、機体形態等の

ケース分けで申請。
‐ 解析等の技術的な部分は手法を申請。

申請した手法で基準を逸脱する場合は対
処した手法と結果を変更申請。

(参考)
手続き対応が半減すれば、
約240hr/機の削減効果。
(年間8機打上げの場合は
2000h/年の効率化)

2 申請手続きの
効率化・期間短縮
(許可申請)

・ロケットの打上げまでには、打上げ許可申請書
作成、審査・手続き期間を含めて飛行解析開
始から約12カ月の期間を要している。

※ 現状、飛行解析は7ヵ月以上要している。
※ 世界の商業市場の通例は飛行解析から打上げま

でが約6カ月であり、実現できれば商業衛星打上
げの機会創出に繋がる。

・打上げ許可申請の審査／補償契約の手続
きの標準処理期間の短縮に向けた検討を実
施頂きたい。

(参考) 打上げ許可申請 標準処理期間
- 型式認定有：1～3ヵ月
- その他の場合：4～6ヵ月

飛行解析開始から打上げま
で6ヵ月を実現する目安

MHI：
飛行解析：3ヵ月
準備/審査：1~1.5ヵ月

内閣府様
調整/審査/補償手続
：1~1.5ヵ月

3 申請手続きの
効率化・期間短縮
(損害賠償担保措
置手続き)

・①「打上げ許可申請の認可」、②「ロケット落下
等損害賠償補償契約の締結」後に、③「損害
賠償担保措置契約の締結」が可能となる運用
であり、①～③を順に処理する運用に一定期
間を要している。

※過去平均22日間

・財務当局への都度個別申請/締結を簡略
化/短期化できるルール/施策が必要。

例） ‐ 許認可申請中において並行して担保措
置契約を進める運用。

‐ 打上げ許可申請の認可番号取得次第、
効力を発揮する補償等。

今後、ロケットおよびISSへの物資補給機を高頻度に打上げる事業構想に対し、新たな法制度の導入
や、手続きの短縮および効率化等をご検討頂きたい。

2.2 打上げ頻度向上に向けた法整備および効率化の検討
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No. 項目 現状・課題 ご検討頂きたいこと 備考

4 施設適合認定の変
更申請効率化

・打上げに使用する施設の改修/更新工事は、
打上げの無い期間に実施するが、施設適合認
定は常時有効なため、作業着手前に変更申
請の認許が必要であり、工事期間確保が困難
となることが予想される。

・施設適合認定の変更申請の許認可待ちとなり、
打上げ許可申請の手続きが遅れる可能性があ
る。

・施設適合認定を受けた施設において、改修/
更新工事がタイムリーに可能となる法対応を
ご検討頂きたい。

例）- 施設改修は、変更審査期間中においても
工事着手可とする。

- 打上げ許可申請の許認可は、施設改修が
打上げ前に完了する前提で可能とする。

５ 民間における今後の
活動成果の反映

・昨今の気象変動により、高層風の影響で打上
げが延期となるケースが生じており、今後の打上
げ頻度向上に向けて支障となる可能性がある。

※ 夏季の台風進路が西寄りが多く、日本沿岸域で
の東風が継続する傾向になっていると考えられ、指
令破壊時の破片の落下予測域の制約で打上げ
の延期が続くケースが生じている。

・打上げ頻度向上に向け、H3も含めた民間
企業の今後の活動成果(※)をタイムリーに
適用出来るように、ガイドラインの表現につい
ても今後調整させて頂きたい。

例）ガイドラインに記載されている落下予測域の
設定に際し考慮すべき閾値の記載等。

※飛行経路の検討、落下
予測域の精査に係る研
究開発を検討中。

2.2 打上げ頻度向上に向けた法整備および効率化の検討
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No. 項目 現状・課題 ご検討頂きたいこと 備考

1 H3ロケットの
制御再突入義務化

・H3ロケットの上段は、GTO軌道への打上げで
は制御再突入でなく25年以下の自然落下を
採用しており、仮に制御再突入を行う場合は、
打上げ能力は低下し、国際競争力を大幅に
損う。

※世界的には民間打上げに対してロケット上段の制
御再突入は義務化されていない。

・ロケット上段の制御再投入の義務化は、国
際基準や他国の実状を踏まえ、日本が先行
で国際競争力を失わないよう、産業界のサ
ポートをお願いしたい。

例） ‐ 国際競争力確保のための開発予算と猶
予期間を確保。

‐ 落下時の溶融設計や研究開発の支援。

2.3 その他：制御再突入について

H3ロケットの上段は制御再突入可能な仕様となっているが、静止トランスファ軌道(GTO)からの制御再
突入は、現時点では成立の見通しはなく、25年以内の自然落下を採用している。

ロケットの上段は国際的なデブリ削減の流れから制御再突入とするの流れがあるものの、各国も民間事業
者の打上げに対して義務化はされておらず、宇宙活動法においても国際的な実状を踏まえ、慎重なご検
討をお願いしたい。
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◆ 宇宙活動法の目的 被害者保護 ・ 産業/国際競争力の強化

（目的） 第一条 この法律は、宇宙基本法（平成二十年法律第四十三号）の基本理念（以下単
に「基本理念」という。）にのっとり、我が国における人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に係る許
可に関する制度並びに人工衛星等の落下等により生ずる損害の賠償に関する制度を設けることにより、
宇宙の開発及び利用に関する諸条約を的確かつ円滑に実施するとともに、公共の安全を確保し、あわせ
て、当該損害の被害者の保護を図り、もって国民生活の向上及び経済社会の発展に寄与することを目
的とする。

（この法律の施行に当たっての配慮） 第三条 国は、この法律の施行に当たっては、宇宙基本法第十六
条に規定する民間事業者による宇宙開発利用の促進に関する施策の一環として、我が国の人工衛星
等の打上げ及び人工衛星の管理に関係する産業の技術力及び国際競争力の強化を図るよう適切な配
慮をするものとする。

➡・宇宙活動法の目的に鑑み、万一「第三者損害賠償」が必要な事故を引き起こした場合
は、宇宙活動法の所掌範囲で、事故原因等に関する報告及び調査が実施されるものと認
識。

・宇宙損害責任条約上、打上げ時のロケット落下等損害及び打上げ後の人工衛星落下等
損害に係る無過失責任は日本政府が負うことになるため、条約を誠実に遵守するためには
政府への第三者損害の事故報告が不可欠であると認識。

・なお、企業に過度な負担とならないよう、基幹ロケット打上げに関しては、宇宙開発利用部
会 調査・安全小委員会（文科省様）との役割分担が明確にされるようお願いしたい。

2.3 その他：事故発生時における役割
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L-11 L-10 L-9 L-8 L-7 L-6 L-5 L-4 L-3 L-2 L-1 L-0

現状

年8機
想定

目標

飛行解析（3ヵ月）

1～1.5ヵ月 1～1.5ヵ月

飛行解析（7ヵ月）

許可申請・補償契約（3ヵ月以内）

許可申請・補償契約（5カ月）

調整・審査期間の重複

飛行解析～打上げ許可申請の許認可/補償手続きまでの想定スケジュール

（※）打上げ不可期間があるため、実際の打上げ間隔は1か月未満となる場合がある。

【参考資料①：2.2項 No.2関連】 年8機打上げの想定スケジュール

申請準備・社内審査 内容調整・審査・補償手続き

MHI 内閣府

※
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制御再突入

25年以内自然落下

保護領域に干渉せず

【参考資料②：2.3項 No.1関連】 ロケット上段部の処置計画




